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Ⅰ． はじめに 

１ 計画の趣旨と位置づけ 

（1）計画の趣旨 

行政手続は、県民が安全で安心に暮らせる社会秩序の維持と、安定的で高い

水準の経済活動、社会活動を保障するために、不可欠な行政サービスである。 

兵庫県では、この行政サービスの利便性向上と簡素で効率的な行政システム

を確立するため、平成 15 年度に電子申請システムの運用を開始し、「行政手

続等における情報通信の技術の利用に関する条例」を制定するなど、「行政手

続のオンライン化」に取り組んできた。 

一方、国においても、平成 13 年の「e-Japan 戦略」「e-Japan 重点計画」を

契機に行政手続オンライン化に本格的に着手するとともに、近年は、少子高齢

化や人口減少等社会構造が大きく変化する中、急速に進歩するデジタル技術を

活用した行政の刷新に取り組んでいる。 

国は、従来の紙や対面による手続のやり方を単にオンライン化するという、

いわゆる「Digitization（デジタイゼーション）」ではなく、デジタルを前提

として、次の時代の新たな社会基盤を構築するという「Digitalization（デジ

タライゼーション）」の観点から、令和元年に「情報通信技術を活用した行政

の推進等に関する法律」を施行し、行政のあらゆるサービスを最初から最後ま

でデジタルで完結させ、国の行政手続を原則オンライン化する方向性を示し、

また、オンライン利用率の大胆な引き上げにも取り組んでいる。 

 県では、こうした国の動向も踏まえ、「行政手続等における情報通信の技術

の利用に関する条例」を改正し、法律のデジタル３原則－「①デジタルファー

スト、②ワンスオンリー、③コネクテッド・ワンストップ」に、「④デジタル

デバイドへの配慮」を加えた４原則のもと、県の行政手続のオンライン化実施

を原則とする、「情報通信技術を活用した県行政の推進等に関する条例（デジ

タル手続条例）」を令和３年４月１日に施行し、取組を拡大してきた。 

県民が、行政手続にかける労力や時間の負担には、生産的価値はない。行政

手続の利便性の向上により、県民が豊かな暮らしに費やす時間や企業が生産活

動に励む時間を生み出すことで、新たな価値が生じる。 

言い換えれば、“主体的活動時間が拡がる行政サービスの実現”を目指すこ

と、それがデジタル手続条例の趣旨である。 

この条例の趣旨に基づく取組を、総合的かつ実効的に推進するため、本計画

を策定する。  
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（2）計画の位置づけ 

本計画は、デジタル手続条例第４条に規定する、県の機関の「情報システム

の整備に関する計画」として位置付ける。 

 

２ 計画期間 

 令和３年度から令和６年度までの４年間とする。 

ただし、個別施策について更に長い期間を設定することが適当な場合はこの

限りではない。 

本計画は、各施策の取組状況や国の動向を踏まえ、その在り方の見直しを検

討するとともに、必要に応じて随時、改定等を行う。 

 

３ 実施機関と対象手続 

（1）実施機関 

 本計画に基づき施策を実施する機関は、デジタル手続条例第２条第３

号アに規定する、「県の機関」とする。 

 

知事、議会、教育委員会、選挙管理委員会、人事委員会、監査委員、公安委員会、

労働委員会、収用委員会、海区漁業調整委員会、内水面漁場管理委員会、 

公営企業管理者、病院事業管理者、警察本部長 

その他の法律又は条例上独立に権限を行使することを認められた県の機関 

 

ただし、一部の内容に関して、同条例第２条第３号イからオに規定する、

「県の機関以外の行政機関等」－市町等、地方独立行政法人等、指定法人等－

を含むものとする。 

 

イ 市町その他の地方公共団体・機関（議会を除く。） 

ウ 地方独立行政法人等（県立大学、住宅供給公社、道路公社、土地開発公社） 

エ 県又は県の機関が法律又は条例の規定に基づく管理、試験、検査、検定、登録

その他の事務について当該法律又は条例に基づきその全部又は一部を行わせる者

を指定した場合におけるその指定を受けた者 

オ ウ又はエに掲げる者（エは、当該者が法人である場合に限る。）の長 
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（2）対象手続 

本計画の対象とする行政手続は、以下のとおりとする。 

 

ア 根拠規程 

手続の根拠規程の違いに拘らず、広く対象に含む。 

① 法 令 手 続 法律・法律に基づく命令を根拠とする手続 

②条例等手続 県条例・規則、県の機関の定める規則等を根拠とする手続 

③その他手続 
・県の機関の定める要綱・要領を根拠とする手続 
・県の機関の事業実施に伴う手続 

 

イ 手続の種類 

 手続の種類は、以下の４種類とし、手続と一連の行為を含む。 

① 申 請 等 申請、届出その他の県の機関等に対して行われる通知 

② 処 分 通 知 等 公権力の行使の処分通知その他の県の機関等が行う通知 
ⅰ）申請等に基づく処分通知等 
ⅱ）その他の処分通知等 

③ 縦 覧 等 県の機関等が書面等や電磁的記録の記録事項を縦覧等に供する 

④ 作 成 等 県の機関等が書面等・電磁的記録を作成・保存する 

 

ウ 手続の主体と受け手 

 手続の種類に応じて、「県民や民間事業者等と県の機関」との手続（下表

①、②）、「県の機関と県職員」との手続（③）、「県の機関とその他の行政

機関等（国を含む）」との手続（④）を対象とする。 

 ただし、「県の機関以外の行政機関等」と「県の機関」で、情報システムを

共有することが、費用対効果の観点から合理的と認められる場合には、「県民

や民間事業者等と県の機関以外の行政機関等（国を除く）」との手続（⑤）も

対象とする。 

種  類 申 請 等 処分通知等 縦 覧 等 作 成 等 

①県民等⇒県 ○    

②県⇒県民等  ○ ○  

③県の内部 ○ ○ ○ ○ 

④県⇔行政機関等 ○ ○   

⑤県民等⇔行政機関等 ○ ○ ○  
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Ⅱ． 取組の視点 

１ 利用者中心の「サービスデザイン思考」の導入 

 

 

 

 

 

 

（オンライン化の目的） 

行政手続のオンライン化は、単に情報システムの整備、手続費用の削減、オ

ンライン利用率の向上等が目的ではなく、行政手続という行政サービスの利用

者、つまり県民の体験を最良とすることを目的とする、デジタル社会における

新しい行政サービスの提供方法の構築を目指した、行政サービス改革である。 

（従来のオンライン化） 

従来の取組は、単に紙のプロセスをオンラインにしただけで、電子署名の煩

雑さや添付書面等の別送が生じるなど、利便性向上の効果は限定的であった。 

また、情報システムの利用者として、手続を処理する職員を含めておらず、

バックオフィスの業務が見直されなかったことにより、オンライン申請のデー

タを紙に印刷し処理するなど、職員の業務負担が増加する一面も生じている。 

（サービスデザイン思考の必要性） 

 このような実態を踏まえ、今後の「行政手続のオンライン化」の推進には、

“サービスデザイン思考”を導入する。デザイン思考とは、利用者の視点（共

感）→ニーズを特定（定義）→解決のアイデア（概念化）→とりあえず形にす

る（試作）→利用者が検証（テスト）という課題解決の思考方法である。 

サービス提供のシーンでは、従来の「サービスを提供する者から利用者を見

る」のではなく、利用者の視点で「サービスを受ける必要が生じたときからサ

ービスの提供後まで」のエンドツーエンドにわたる利用者の行動様式を踏ま

え、サービス提供の在り方を検討することである。情報システムの整備に当た

っては、手続のフロント部分だけでなく、一連のサービス全体における利用者

－県民と手続を処理する職員－の体験（UX：ユーザーエクスペリエンス）が最

良となるデジタル化手法の実装につながる。 

（利用者中心の行政サービス改革） 

このような観点にたって、国が示した「サービス設計 12 箇条」を参考に、

一連の行政手続が、最初から最後までデジタルで完結し、サービスの利用者の

体験全体が最良となる、利用者中心の行政サービス改革の取組みを進める。 

◆行政手続オンライン化は、利用者中心の行政サービス改革 

◆利用者視点でエンドツーエンドのサービス提供の在り方を検討する、 

 “サービスデザイン思考”を導入 

◆情報システムの利用者である、県民と職員の体験（UX：ユーザーエクス

ペリエンス）が最良となるデジタル手法を実装 
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  ＜サービス設計 12 箇条（要約）＞ 

第１条 利用者のニーズから出発する 

利用者の視点で何が必要か考える。サービス提供側の職員も重要な利用者と考える。 
第２条 事実を詳細に把握する 

現場で起きていることを、事実に基づき徹底的に実態を把握し、課題の可視化と因果関
係の整理を行った上でサービスの検討に反映する。 
第３条 エンドツーエンドで考える 

サービスを受ける必要が生じたときからサービスの提供後まで、エンドツーエンドの利
用者の行動全体を一連の流れとして考える。 
第４条 全ての関係者に気を配る 

全ての関係者にどのような影響が発生するかを分析し、Win-Win を目指す。デジタル機
器が使えない人も、デジタル技術の活用により便益を享受できる仕組みを考える。 
第５条 サービスはシンプルにする 

初めての人やデジタルに詳しくない人も、マニュアルに頼らず、サービスを利用し完結
できることを目指す。利用者に提出や入力を求める情報は、真に必要なものに限定する。 
第６条 デジタル技術を活用し、サービスの価値を高める 

デジタル以外の手段を、デジタルに移行する可能性を検討しサービス改善を図る。プラ
イバシー確保はサービス向上の手段と認識し、デジタル技術でセキュアに構築する。 
第７条 利用者の日常体験に溶け込む 

利用者が日常的に多くの接点を持つ民間サービスやプラットフォームとともにサービス
が提供されるような設計を心掛ける。 
第８条 自分で作りすぎない 

既存の情報システムの再利用やクラウドサービス等の民間サービスの利用を検討する。 
第９条 オープンにサービスを作る 

サービス設計時には利用者や関係者を検討に巻き込み、意見を取り入れる。 
第 10条 何度も繰り返す 

試行的にサービスの提供や業務を実施し、何度も確認と改善のプロセスを繰り返しなが
ら品質を向上させる。 
第 11条 一遍にやらず、一貫してやる 

優先順位や実現可能性を考えて段階的に実施する。成功や失敗、それによる軌道修正を
積み重ねながら一貫性をもって取り組む。 
第 12条 情報システムではなくサービスを作る 

全てを情報システムで実現するのではなく、必要に応じて人手によるサービス等を組み
合わせる。 
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２ 業務プロセス改革（BPR）の徹底 

 

 

 

 

（業務プロセス改革の必要性） 

サービスデザイン思考による行政サービス改革とは、言い換えれば、デジタ

ル技術の活用を前提として、行政手続における一連の業務プロセスを改革する

ことである。業務プロセス改革（BPR：ビジネスプロセスリエンジニアリング）が伴わ

ないオンライン化は、単に紙申請のプロセスをオンライン化したにすぎない、

まさしく「オンラインの目的化」である。本県でも、過去に、全行政手続のオ

ンライン化が目的化したことで、本来目指している「利用者の利便性向上」や

「行政の簡素化・効率化」という成果が十分に得られていない。 

（オンラインの目的化の排除・時間をかけた業務プロセス改革） 

このため、既存の業務プロセスを見直すことなく、性急に情報システムの整

備を図るなど、行政手続の存在を前提としたオンラインの目的化を避け、あく

までオンライン化は、利用者中心の新しい行政サービスを構築する手段である

との認識に立つことが極めて重要である。 

本来の目的である「利用者の利便性向上」と「行政の簡素化・効率化」に立

ち返り、書面・押印・対面の見直しや働き方改革の推進等の他の取組と相互に

成果を活用しながら、業務プロセス改革（BPR）に、十分な時間をかけて取り

組む必要がある。 

このような観点にたって、利用者のニーズ、利用状況等を詳細に把握・分析

した上で、どのようなツールが使えるか、からスタートするのではなく、ある

べきプロセスや解決策を組み立て、利用者がサービスを受ける際に最適な手

法・制度・体制を一から再設計する、業務プロセス改革（BPR）に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆利用者中心の行政サービス改革は、業務プロセス改革（BPR） 

◆オンラインの目的化を排除、利便性向上と行政の簡素化・効率化の 

観点から、時間をかけて業務プロセス改革（BPR）を徹底 
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Ⅲ． 基本方針 

デジタル手続条例と「Ⅱ．取組の視点」を踏まえ、３つの基本方針を定め

る。 

 

１ 業務プロセス改革による「原則オンライン化」 

 
 
 
 
 
 
 

（オンライン化方針の転換～「オンラインでもできる」から「原則オンライン」） 

 これまでの行政手続のオンライン化方針は、紙申請を原則として、県の機関

の裁量により「オンラインでもできる」としていた。デジタル手続条例では、

デジタル技術を最大限活用し、県民生活の向上と県内の社会経済活動を更に円

滑化する観点から、県の機関の裁量ではなく、行政手続の利用者が「オンライ

ンか紙か選択できる」こととし、県の機関に情報システム整備義務を課すこと

により、「オンラインが原則」「紙でもできる」ことを基本方針とする。 

その上で、行政のあらゆるサービスを最初から最後までデジタルで完結させ

るために不可欠なデジタル３原則に加え、デジタル技術の利用能力や知識・経

験が十分でない者－「デジタルデバイドへの適正な配慮」を、取組を進めるに

当たって遵守すべき基本原則として、業務プロセス改革（BPR）を進めていく

ことにより、これまでの「紙申請のプロセス」を「デジタルを前提としたプロ

セス」に変革していく。 

 

【基本原則】 

①デジタルファースト 個々の手続が一貫してデジタルで完結 

②ワンスオンリー 一度提出した情報は二度提出しない 

③コネクテッド・ワンストップ 民間手続を含め複数の手続が一度で完結 

④デジタルデバイドへの配慮 知識経験がない者等への十分な支援 

 

 

 

 

◆申請は「オンラインが原則」「紙でもできる」 

◆「紙申請のプロセス」を「デジタルを前提としたプロセス」に変革 

◆取組において順守する基本原則 

 ①デジタルファースト原則     ②ワンスオンリー原則 

 ③コネクテッド・ワンストップ原則 ④デジタルデバイドへの配慮原則 
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２ サービスデザイン思考による「利便性向上と事務効率化の両立」 

 

 

 

 

 利用者中心のサービスデザイン思考による情報システム改革に取り組む。 

紙の様式をそのままオンライン化しただけでは、利用者の利点は少ない。

「デジタルを前提としたプロセス」への変革は、デジタル技術の特性を最大限

に活かすことから始まる。サービス提供のフロント部分において、容易にアク

セスできる、データ連携による自動入力で入力項目が最小限で済む、手数料の

支払いもオンラインで完結するなど、情報システムを機能強化し、利用者が

“使いたい”と思う情報システムの構築により、県民の利便性を向上する。 

 一方、申請されたデータが、他の行政機関等とデータ連携され、確認すべき

情報が容易に参照できる、自動的にデータベースが構築される、オンラインで

意思決定し、その結果をオンラインで利用者にフィードバックする等、もう一

方の利用者である県の機関の職員が、県民や民間事業者等に“使ってもらいた

い”と思える情報システムを整備する「バックオフィスの改革」に取り組む。 

 

３ 効果の高い「成功事例の蓄積」と普及啓発 

 

 

 

 

 日々進化するデジタル技術も万能ではなく、投資コストもかかる。全手続の

一律的なオンライン化は、手段の目的化となり、無駄な投資による“使われな

いシステム”を世に送り出す。このため、費用対効果を考慮し、添付書面等が

少なくデジタル化が容易な手続や、何度も反復して手続きする、処理件数が多

く相当な業務負担となる手続など「実現性・効果性の高い手続を優先」してオ

ンライン化する。 

情報システムの整備だけでは、オンライン化は進展しない。利便性向上の効

果を広く普及啓発することが必要である。効果性の高い手続のオンライン化が

実現する、つまり「成功事例の蓄積」により、県民や職員は「オンライン化の

恩恵が実感」できる。これにより、他の行政手続について、「オンライン申請

したい、オンライン環境を構築したい」という意識が喚起される。オンライン

手続の普及促進のため、「成功事例の蓄積」と積極的な広報活動を展開する。 

◆情報システムの機能強化による「県民の利便性向上」 

◆職員の事務を効率化する「バックオフィスの改革」 

◆一律にオンライン化せず「実現性・効果性を優先」 

◆「成功事例の蓄積」によるオンライン手続の普及 
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Ⅳ． オンライン手続の推進 

 ３つの基本方針に基づき、行政手続のオンライン化は、次の流れで進める。 

 

１ 行政手続の棚卸しと対象手続の選定 

（1）行政手続の棚卸し 

令和２年度、行政手続オンライン化条例を改正し、デジタル手続条例を制定

するに当たって、法令手続、条例等手続に係る県の全機関における「行政手続

の棚卸し」を実施した。その結果、実績のない手続を除き、今後、新規にオン

ライン化する対象となる手続は、およそ 4,400 手続である。 

今後、新たな手続の増加、オンライン化の進捗を管理するため、条例等に基

づかない「その他の手続」を調査対象に加えるなど、継続的に実施していく。 

【調査結果】                  （法令手続・条例等手続のみ） 

手 続 種 類 
①ｵﾝﾗｲﾝ等 

実施済 

②ｵﾝﾗｲﾝ等 

未実施 

③②のうち 

ｵﾝﾗｲﾝ化不適 

ｵﾝﾗｲﾝ等対象 

（②－③） 

① 申 請 等 221 2256 13 2243 

②  処 分 通 知 等 27 1917 79 1838 

③ 縦 覧 等 11 170  170 

④ 作 成 等 27 117  117 

   合  計 286 4460 92 4368 

「各機関行政手続オンライン化推進方策」の策定 

①行政手続の 

棚卸し 

②業務プロセス改革(BPR)の実施 ③ 

普及 

啓発 

②-1 

制度全体 

②-2 情報システム整備 

A フロント B バックオフィス 

①

- 

1 

オ

ン

ラ

イ

ン 

可

能 

A 未実施 

・優先 
・その他 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

（ 見 送 り ）  

B 実施済 （システム変更）  

①-2 ｵﾝﾗｲﾝ不適    

ア.業務フロ
ー可視化 

 
イ.添付書面 

不要化 
 
ウ.その他 

制度・運用 
見直し 

ア.専用型・汎用型
システムの選択 

 
イ. 情報連携等に 

よる添付書面等
の省略 

 
ウ.利用者の利便性 
  向上 

 

ア.業務システム 
 とのﾃﾞｰﾀ連携 
 
イ.電子決裁機能 

の強化 
 
 
ウ.最新技術の 

活用 

ア. 
利用 
支援 
 
 
イ. 
広報 
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【③オンライン化適用除外手続】 

区  分 手 続 種 類 計 

虚偽がないか対面確認必要 申 請 等 12 

書面等の事務所備付必要 
処分通知等 

27 

書面等の携帯・提示必要 42 

物理的環境がない  等 
申 請 等 1 

処分通知等 10 

合  計 92 

 

（2）県の機関における推進方策の策定及び取組推進 

県の機関は、改めて実施する「行政手続の棚卸し」の調査結果を踏まえ、令

和３年 10 月に、知事の各部局、その他の機関ごとに、「優先手続」「その他

の手続」の具体的内容を定めた、「各機関行政手続オンライン化推進方策」を

定め、また令和４年 11 月には、最新の行政手続の実態調査の結果を踏まえて

目標値を変更し、取組を推進してきた。 

令和３年度から５年度までの結果は、次のとおりである。令和５年度末で、

全手続のうち 9,606 手続をオンライン化し、年間総件数ベースでは全体の

91.6％をオンライン化した。令和６年度目標値は、「行政手続の棚卸し」の調

査結果を踏まえ、全庁の目標値として設定し、取組を推進する。 

なお、「優先手続」「その他の手続」の内容（考え方）は、(3)(4)のとおり

である。 

 

【推進方策の取組結果】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※主要手続：年間件数が 400 件以上の手続 

 

 

 

オンライン化を政策的

に禁止する趣旨で、 

デジタル手続法及び 

デジタル手続条例で、 

「適用除外」とされた

手続 
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【令和５年度「行政手続の棚卸し」調査結果に基づく取組状況】 

 上記の取組結果は、推進方策を変更した令和４年度11月時点の手続全体に

おけるオンライン化の状況であり、手続の廃止等で変動しているため、令和

５年度末時点で母数を置き直した場合の状況とは異なる。 

 令和５年度末時点の手続全体におけるオンライン化の状況は以下のとお

り。 
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（3）「優先手続」の選定  
県が優先してオンライン化に取り組む「優先手続」として、「実現性・効果

性の高い手続」を選定する。 

「実現性・効果性の高い手続」とは、県民・民間事業者等と県の機関の職員

の双方において、「添付書面等が少なく、申請等の内容が簡易又は申請等の審

査が容易」、「同じ申請等を何度も行う又は処理件数が多い」手続である。 

 また、手続種類ごとの優先手続の内容は、以下のとおりとする。 

 

【実現性・効果性の観点】 

 県民・民間事業者等 県の機関の職員 

実現性 
添付書面等が少なく 

申請が容易 

添付書面等が少なく 

審査が容易 

効果性 何度も同じ手続をする 処理件数が多い 

 

【「優先手続」の３要件】 

①申請等の実績が年 400 件以上 
・平均で 1 日 1 件以上の手続が行われている。 

県の機関では、開庁日に平均で 1 日 2 件以上の
処理が行われており、効果性が高い 

②何度も反復して行われる 
・施設利用や検査の実施、事業着手の届出、毎年

の定期的報告など、同じ申請者等が何度も反復
する手続は、効果性が高い 

③添付書面等が少ない 
・申請等の内容を確認する添付書面等が少ない手

続は、様式に記載する内容も簡易で、情報シス
テムの適応が容易であり、実現性が高い 

 

【手続種類ごとの「優先手続」】 

 

種   類 概   要 

申 請 等 ・ 

処 分 通 知 等 

国の「デジタル社会の実現に向けた重点計画」で「地方公共団体が 

優先的にオンライン化を推進すべき手続」とされた手続 

国等が整備する情報システムを利用してオンライン化する手続 

その他、県の機関が情報システムを整備してオンライン化する手続 

 

種  類 概  要 

処 分 

通 知 等 

（申請無） 

通知先が特定され、受信が確実な手続 

縦 覧 等 
・地図表示システムによる縦覧が可能な手続 

・専用システムのデータで縦覧が可能な手続 

作 成 等 データ連携により自動的に台帳等が作成・保存できる手続 
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ア 申請等・申請等に基づく処分通知等 

県の機関に対する「申請等」及び「申請等に基づく処分通知」は、費用対効

果が見合わない手続を除き、添付書類の提出、本人確認及び手数料納付も含む

手続全体をオンラインで実施できるようにすることを原則とし、県の機関は、

速やかにオンライン化の実現に取り組む。 

県の機関は、利用者に対して統一的な取扱いとすべき手続や一連のサービス

の一部を成している複数の手続など、関連する手続を行政サービス単位で集約

してオンライン化を行うことにより利用者の利便性向上を図る。 

また、オンライン化を実現した手続については、引き続き積極的なオンライ

ンでの活用を検討する。 

 

① 地方優先手続 

国の「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和５年６月９日閣議決

定）において、①処理件数が多く住民等の利便性の向上や業務の効率化の効果

が高いと考えられる手続、②住民のライフイベントに際し、多数存在する手続

をワンストップで行うために必要と考えられる手続として、「地方公共団体が

優先的にオンライン化を推進すべき手続」に掲げられた計 59 手続のうち、県

の機関に関係する手続は 18 手続である。 

 このうち、「道路占用許可申請等」等２手続は、オンライン化が未実施であ

り、速やかにオンライン化を実施する。 

 既にオンライン化実施済みである 16 手続については、対象範囲の拡大や利

用の拡大に向けて、情報システムの利便性向上に取り組む。 
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【県の機関に係る「地方公共団体の優先オンライン化手続」】 

 手続区分 根拠 所管 

 
①道路占用許可申請等 法 令 土 木 部 

②建築確認 法 令 ま ち づ く り 部 

実

施

済 

①図書館の図書貸出予約等 その他 教 育 委 員 会 

②文化・スポーツ施設等の利用予約 条例等・その他 関 係 機 関 共 通 

③研修・講習・種イベント等の申込 その他 関 係 機 関 共 通 

④地方税申告手続（eLTAX） 法 令 財 務 部 

⑤自動車税環境性能割の申告納付 法 令 財 務 部 

⑥自動車税の賦課徴収に関する事項の申告又は報告 法 令 財 務 部 

⑦自動車税住所変更届 その他 財 務 部 

⑧港湾関係手続 法 令 土 木 部 

⑨道路使用許可の申請 法 令 警 察 本 部 

⑩自動車の保管場所証明の申請 法 令 警 察 本 部 

⑪駐車の許可の申請 法 令 警 察 本 部 

⑫産業廃棄物の処理、運搬の実績報告 法 令 環 境 部 

⑬感染症調査報告 法 令 保 健 医 療 部 

⑭職員採用試験申込 その他 人 事 委 員 会 

⑮入札参加資格審査申請等 条例等 関 係 機 関 共 通 

⑯入札 その他 関 係 機 関 共 通 

 

② 国情報システム利用手続 

 法令手続のうち、国で同様の手続を行う手続や県の機関を経由機関とする手

続等は、国の「デジタル社会の実現に向けた重点計画」において、国等が情報

システムを整備し、オンライン化を予定している手続（９事務 114 手続）があ

る。 

 今後、更に取組が拡がる可能性もあり、国と県との重複投資を防止する観点

から、「国等が情報システムを整備する手続」は、その情報システムを利用し

てオンライン化を実施する。 
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【県の機関に係る「国等が情報システムを整備する手続」】 

手続区分 手続数 所管 

①国家資格証のデジタル化 27 手続 関 係 機 関 共 通 

②旅券の発給申請等 ２手続 産 業 労 働 部 

③技能検定の受検及び合格通知等 ５手続 産 業 労 働 部 

④肥料登録申請等 ３手続 農 林 水 産 部 

⑤家畜伝染病予防法等に基づく報告、 

通報等 
４手続 農 林 水 産 部 

⑥経営革新計画の承認手続 １手続 産 業 労 働 部 

⑦宅地建物取引業免許等関係手続 23 手続 ま ち づ く り 部 

⑧特定車両停留施設における停留許可 

関係手続 
２手続 土 木 部 

⑨特定非営利活動促進法関係手続 47 手続 県 民 生 活 部 

合  計 114 手続  

 

③ その他手続  

その他、「実現性・効果性の高い手続」（「優先手続」の３要件全てに該当

する手続）から優先的にオンライン化に取り組む。 
 

 

イ 申請等に基づかない処分通知等 

 申請等に基づかない処分通知等は、許可の取り消しなど不利益処分に該当す

るものも多く、県民や民間事業者等のオンラインでの通知先が入手困難な場合

や実質的に閲覧されない場合などが予想される。 

 このため、「優先手続」は、事業実施等のお知らせなど「通知先が特定さ

れ、受信が確実な手続」を選定し、可能なところから取り組む。 
 
 

ウ 縦覧等 

 縦覧等のうち、法令・条例等に基づき、地域指定した区域の図面を事務所等

に備え置き、縦覧等に供するものについては、一つの情報システムの整備によ

り、インターネットを利用して広く縦覧等に供することが可能である。また、

全国で行われる法令手続の中には、同様に「国等が情報システムを整備する手

続」も存在する。 

このため、「優先手続」は、①「国等が情報システムを整備する手続」と②

「地図に指定区域を表示する手続」を選定し、②について県の機関横断の取組

として実施する。 
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エ 作成等 

 作成等については、県の機関の内部の手続であり、現状でも多くの手続が電

子データで作成・保存されている。ただ、その多くは、電子データを紙に印刷

したものを正本として扱っており、電子データは副本扱いとなっている。 

 このため、作成・保存の業務プロセスを一貫してデジタル化することによ

り、電子データを正本とした作成・保存を進めることとし、「優先手続」は、

申請等のオンライン化により、申請等のデータをデータ連携により業務システ

ムに取り込み、自動的に台帳等を作成・保存する「申請等データで作成する手

続」とする。 

 

（4）「その他の手続」の取り扱い 

「その他の手続」については、「県の機関内部の手続」や「県の機関と他の

行政機関等の手続」など、電子メールの送信等簡易なオンライン手法で実現す

る手続から、順次オンライン化等の検討を行い、その内容を具体化する。 

 

《コネクテッド・ワンストップの推進》 

 「優先手続」の検討にあたっては、行政手続等の負担を大幅に軽減し、利用

者が利便性の向上を実感できるよう、民間手続まで含めたワンストップ化～

「コネクテッド・ワンストップ」の視点も含めて検討する。 

例えば、各種の「住所変更届」や「記載事項変更届」などは、転居や代表者

の死亡等に伴い手続きされる。その際には、県の機関への届出以外に、国や市

町への手続きと電気・ガス・水道等の民間事業者への手続きも同時に行われて

いる。これらは、国全体の情報連携システムの構築が必要であるため、県の機

関単独での推進は困難であるが、国で取組んでいる先行６分野の進展状況を注

視しつつ、可能な部分があれば、ワンストップ化を進めていく。 
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【国の「コネクテッド・ワンストップ」取組状況】 

 
                                               

 

ア 
子育て 
ワンストップサービス 
 

＊マイナポータルで自治体の子育てサービスを検索・オンライン申請でき、必要な情
報をプッシュ型通知 

＊保育所入所申請に必要な就労証明書のデジタル化、障害児施策への拡充等を実施 
＊マイナポータルを活用した児童手当の現況届と定期予防接種のお知らせのデジタル

化を実施 

イ 
介護 
ワンストップサービス 

＊マイナポータルから介護・介護予防手続のオンライン申請等ができるワンストッ
プサービスを開始 

＊オンライン申請における申請フォームのひな形を作成、マイナポータル・ぴった
りサービスへのプリセットを実施 

ウ 
引越し 
ワンストップサービス 

＊引越しを行う者が、民間事業者の引越しポータルサイトで電気・ガス・
水道の手続等を実施できるサービスを開始 

＊令和４年度から、全市区町村においてマイナポータルを経由し、転出届の提
出・転入予定市区町村への来庁予定の連絡が可能 

エ 
死亡・相続 
ワンストップサービス 

＊他の手続で死亡情報の参照可能だが、死亡届出の省略が不可の手続は、
届出提出を省略、死亡情報を参照不可の手続も、届出省略の実現に向け
検討 

＊戸籍情報連携システムの戸籍電子証明書を活用した法定相続人の特定に
係る遺族等の負担軽減策の検討 

＊死亡に関する総合窓口「おくやみコーナー」の設置支援 
＊死亡届及び死亡診断書（死体検案書）のオンライン化に向け、令和３年

度に課題整理・令和８年度末に開始予定 

オ 
社会保険・税手続 
ワンストップ化・ 
ワンスオンリー化 

＊従業員のライフイベントに伴い企業が行う社会保険・税手続を、マイナ
ポータルを活用したワンストップ化を開始、対象機関・手続を順次拡大 

＊民間事業者がクラウドサービス上にデータを記録し、行政機関等が当該
データを参照して社会保険・税手続を行うことについて、金融機関等が
税務署長に提出する支払調書等を対象に、令和４年１月提出分から運用
開始 

カ 
法人設立 
ワンストップサービス 

＊マイナポータルを活用し、国税、地方税、年金、雇用保険等法人登記後
手続のワンストップ化開始 

＊令和３年２月から定款認証・設立登記等全手続のワンストップ化、設立
登記時の印鑑届出の任意化、ＧビズＩＤ発行等を開始 
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２ 業務プロセス改革（BPR）の実施  

（1）業務プロセスの可視化 

県の機関は、利用者から見たエンドツーエンドで手続の現状を詳細に把握

し、行政手続の利用者と県の機関間のフロント部分のオンライン化だけでな

く、県の機関内のバックオフィスを含めたプロセスを再設計する、業務プロセ

ス改革（BPR）を実行する。 

その際、サービス提供者の視点だけでなく、利用者の視点に立って、手続の

申請者が、本人か代理人か、個人か法人か、地域別、世代別、世帯構成別など

申請者の分類に応じた利用者のニーズや利用状況及び現場の業務について、利

用者ごとの違いや業務を行う現場の規模等に応じた「ばらつき」まで、詳細に

把握・分析した上で、プロジェクトの関係者において的確に行政サービス・業

務の状況を共有するため、フロー図等を作成することにより、行政サービス全

体のプロセスを可視化する。 

（2）添付書面等の不要化等 

行政手続に係る情報システムの整備を行うに当たっては、前提として、そも

そも、「申請書等の記載事項や添付書面等をなぜ求めているか」、「申請書等

の記載事項や添付書面等が必要最小限になっているか」を精査する。具体的に

は、例えば、各手続において確認する必要がある最小限の情報（判断材料とし

て必要な情報や、事後の業務に用いるために行政側に残しておく必要がある情

報等）を具体的に挙げて、求めている添付書類に記載されている情報や申請書

等の記載事項と突合し、個々に必要性を精査する等により、添付書類の不要化

や申請書等の記載事項の削減を図る。 

 

（3）その他制度・運用の見直し 

県の機関は、可視化されたプロセスを基に、利用者が申請を行う前に必要と

なる作業や利用者が審査結果を受領した後に必要となる作業において、利便性

の向上につながる施策があるか、また、形式的な内容確認のみを行うもの、実

体的な審査を行うもの等審査内容の種類に応じて、発生している問題点を把

握・分析し、行政手続の廃止、他の行政手続との統合又は行政手続の利便性向

上のための施策について、以下のような観点等から検討を行う。 
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【その他制度・運用の見直しの視点】 

① 

行政手続の統廃合 

利用者が必要のない行政手続を行うことがないよ

う、行政手続の目的に立ち返って精査 

＊利用見込みのない行政手続の廃止 

＊他の行政手続と合わせて実施することが効率的な

行政手続の統合等 

② 

申請頻度の削減等 

利用者が申請を行う際の負担軽減のため、 

＊繰り返し申請が必要な行政手続の申請頻度の削減

＊出頭を求めている行政手続の出頭回数削減や廃止 

③ 

事前登録・来庁予約による 

待ち時間の短縮 

対面による本人確認等が必要な手続の待ち時間短縮 

＊申請情報等の事前登録 

＊来庁予約の実施 

④ 

申請書様式の標準化 

＊同一の行政手続を複数の申請先に行う手続の申請

書様式の標準化 

＊申請先ごとの様式の差異による、同一情報の複数

回入力の作業軽減 

⑤ 

オンライン手続の優遇措置 

窓口対応や事務処理の効率化等オンライン化による

事務処理コストの低減を踏まえた、 

＊オンライン手続の手数料の減額 

オンライン手続の利用促進を図る 

＊手続を処理する際の優先的取扱い 
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Ⅴ．  情報システムの整備  

１ 情報システム整備の基本方針 

（1）エンドツーエンドの一貫したデータ連携 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
従来の取組では、県民や民間事業者等の利便性の向上を重視し、「申請シス

テム」などのフロント部分の情報システム整備を中心としてきた。 

 その結果、申請データを処理する県の機関の職員が、電子データを紙に印刷

し審査するなど、紙申請よりも業務負担が増加する一面も見られている。 

 今後は、「デジタルファースト原則」に基づき、①申請事項の入力・処理通

知を閲覧する申請システムなどのフロント部分から、②他の機関とのデータ連

携により添付書面等の省略を可能にする情報連携システム、③申請データを保

存・整理・集計する業務システム、④電子データのまま県の機関の意思決定を

行う電子決裁機能のほか、⑤申請手数料等のオンライン決済を可能にする電子

決済基盤・財務会計システムとの連携等のバックオフィス部分まで、「エンド

ツーエンドの一貫したデータ連携」を基本方針として、その仕組みの構築を目

指す。これにより、申請等を行う「県民や民間事業者等の利便性の向上」と手

続の処理を行う「職員の事務の効率化」の両立を実現する。 

ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞ 

G ﾋﾞｽﾞ ID 

法人共通認証基盤 

ﾏｲﾅﾎﾟｰﾀﾙ 

【情報システムの目指す姿】 

◆申請から審査・決裁・通知・支払までの一連のプロセスをデータ連携 

◆利便性の向上と事務の効率化を両立する情報システムを整備 
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《国の取組みと連携した整備》 

 県民や民間事業者等の利便性を向上するため、国の取組みと連携して、①市

町や県の機関など手続等の受け手の違いに拘らず、「個人対象手続のフロント

部分の一元化」、②法人等手続における「情報システムへのアクセスに利用す

るＩＤ・ＰＷ（ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ）の一元化」を実現する「情報システム連携」を検討

する。 

ア 「マイナポータル」 

との接続 

個人対象の手続等は、「オンライン申請機能」や「お知

らせ機能」を有する「マイナポータル」からも手続可能

とする 

イ 「ＧビズＩＤ」の活用 

法人・個人事業主対象の手続等は、国が提供する「法人

共通認証基盤」を活用して、一つの ID・パスワードで

複数の行政サービスへのアクセスを可能とする 

 

（2）費用対効果の精査 

オンライン化、添付書面等の省略、情報システムの新規整備や既存の情報シ

ステムの利便性向上のための改修などに当たっては、費用の適正化と行政サー

ビス向上を両立させるため、県の機関は、情報システム整備等に要する費用と

これにより生じる利用者側・行政機関側の効果、業務プロセス改革（BPR）に

よる効果等を勘案し、費用対効果の精査を十分に行った上で、行政手続のオン

ライン化を推進する。 

また、情報システムの整備後の維持管理に要する費用についても、コスト抑

制に向けた方策を検討し実施する。 

（3）クラウドサービスの利用 

必要となる情報システムの整備を迅速かつ柔軟に進めるため、「クラウド・

バイ・デフォルト」の考え方に基づき、クラウドサービス（ネットワークを通

じたコンピュータから提供するサービス）の利用を第一候補として検討すると

ともに、共通的に必要な機能は共通部品として共用できるよう、機能ごとに細

分化された部品を組み合わせる設計思想に基づいた整備を推進する。 

（4）情報セキュリティ対策・個人情報保護等 

県の機関は、ネットワークへのアクセス制御、通信の暗号化、情報システム

におけるログの保全等の技術革新等に対応した情報セキュリティ対策や個人情

報の保護など、個人の権利利益の保護、業務継続の確保といった業務と情報シ

ステムの安全性及び信頼性を確保するための措置を講ずる。 
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（5）国の情報システム整備との整合 

国においては、令和３年９月１日にデジタル庁が設置され、国自らの行政手

続オンライン化に係る取組はもとより、地方公共団体と一体となり、行政手続

オンライン化を進める各種の取組が実施されている。県の機関においては、国

の情報システム整備との整合を図りつつ、取組を進める。 

 

ア マイナポータル 

 

 

 

 

 

 

  

〈マイナポータル〉 

 国が設置・運営する国民一人ひとりのポータル Web サイト 

・「行政機関等の保有情報」の閲覧 

＊閲覧情報の拡大 
健診・検診情報（特定健診、事業主健診、がん検診、学校健診等）、薬剤情報、
医療費通知情報、就労関係情報（職業訓練履歴や保有資格など）等 

・「マイナンバー情報連携の記録」の確認 

・「行政機関等のお知らせ」、「民間事業者からの送達物」の受取り 

・市町村等のサービス検索・オンライン申請 

 「ぴったりサービス」〈子育て・介護・被災者支援ワンストップサービス〉 

＊全地方公共団体のマイナポータルへの接続 

自治体システムとの接続機能等を実装。令和４年度末に、原則、全地方公共団
体で、マイナポータルからﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞを用いたオンライン手続を可能に 

＊申請項目の自動入力機能の実現等 

自己情報、お知らせ、民間送達情報と連動し、自動入力機能を設定 
地方公共団体が各種入力制御設定を行える機能を実装 

＊標準様式プリセットとオンライン申請の実現 

地方公共団体の子育て、介護、被災者支援等の手続、件数の多い手続に 
標準様式をプリセット 

＊マイナンバーカードによる利用者認証の追加 

希望者に、ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞにより、過去の申請内容等を活用等できる機能を実装 
＊各業務システムとの連携処理の実現 

地方公共団体の業務システムと連携容易な申請受付データファイル等を実現 
・法人設立ワンストップサービス 

・民間事業者の Web サイト等の連携で、情報の取得・提出のオンライン化が可能 
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イ 法人デジタルプラットフォームの活用 

法人関係の行政手続のワンスオンリー化等のため、法人デジタルプラットフ

ォームの整備と実証を進めている。 

 

 

 

ＧビズＩＤ 

法人共通認証基盤 

＊一つの ID・パスワードで複数の行政サービスへのアクセス
を可能とする認証システム 

＊経済産業省のほか、各府省・地方公共団体等の行政手続へ
の横展開を図る 

Ｊグランツ 

補助金申請システム 

＊複数の補助金申請や状況確認等ができる汎用システム  
＊経済産業省のほか、各府省・地方公共団体の利用を推進 
＊システムの利便性向上等機能改善を進める 

Ｇビズコネクト 

法人データ連携基盤 

＊各情報システム・行政サービスがインターネット上でシー
ムレスかつセキュアにデータ交換できるプラットフォーム 

＊令和６年３月末にサービス終了 

Ｇビズインフォ 

法人インフォメーション 

＊各府省が保有する調達、補助金、表彰などの法人活動情報
のデータ形式を標準化し、法人番号をキーとして紐づけ、
オープンデータとして提供 

＊各府省保有の法人情報の網羅性を高め、民間等からニーズ
の高い情報（財務情報や官報掲載情報等）の拡充を図る 
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ウ その他の取組み 

 

法令手続の 

ｼ ｽ ﾃ ﾑ 整 備 

＊法令に基づく県の機関の手続のうち、国の手続と合わせたオンライン
化が合理的な場合は、国が情報システムを整備 

法 人 番 号 

 

個人事業主

番 号 体 系 

＊法人からの申請受付フォームに法人番号入力欄を原則化 
＊網羅的番号がない個人事業主には、令和５年 10 月導入の適格請求書等

保存方式（インボイス制度）で登録番号を付番。 
＊G ビズ ID において個人事業主に対して付番される個人事業主管理番

号を e-gov で活用 

マイナンバー

カ ー ド 

＊電子証明書のスマートフォンへの搭載 
＊暗証番号に依存しない生体認証等の仕組みの検討 

業 務 ｼ ｽ ﾃ ﾑ 

標 準 化 

 

ク ラ ウ ド 

サ ー ビ ス 

の 活 用 

 

シ ス テ ム 

運 用 経 費 

＊「ガバメントクラウド」の整備 
共通的基盤・機能を提供するクラウドサービスの利用環境を整備 

＊地方公共団体の業務システムの標準化・共通化 
住民記録、税、福祉など市町村の主要 20 業務を処理する基幹システム
の標準仕様を作成。「ガバメントクラウド」上で活用 

＊「国・地方デジタル共通基盤」の構築 
国と地方が協力して共通システムを開発し、それを幅広い自治体が利
用する仕組みを整備。 
国や地方自治体が活用できる共通 SaaS や共通 SaaS 利用の前提となる
デジタル公共インフラ（DPI）の活用を推進 

 

マイナンバー

情 報 連 携 

＊社会保障・税・災害分野以外の情報連携の検討・実施 
＊機関別符号のみによる情報連携の検討・実施 
＊情報提供ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ・住民基本台帳ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑにおける情報保有機関

から必要な行政機関へのプッシュ型通知の検討・実施 
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２ サービスフロントの情報システム整備  

(1) 専用型・汎用型情報システムの選択 

業務プロセス改革（BPR）の実行により、可視化された行政手続をオンライ

ン化するに当たっては、費用対効果を勘案し、効率的な情報システムの整備に

より、行政サービスのオンライン化を図る。 

申請者等サービス利用者のフロント部分を担う情報システムの整備又は活用

は、以下のとおりとする。 
 

① 全国システムの活用 

法令手続のうち、国等が情報システムを

整備する手続は、重複投資を避けるた

め、「全国システムを活用」 

② 専用型情報システムの整備 

関連する複数手続を「一つの行政サービ

ス」としてオンライン化する場合など、

汎用型情報システムでの対応が困難な手

続は、「専用型情報システムを整備」 

③ 汎用型情報システムの活用 

内容が簡易な手続は、複数手続を一つの

情報システムで処理する「汎用型情報シ

ステムを活用」 
 

専用型情報システムの整備を予定していながら、費用対効果の観点から、汎

用型情報システム等に仕様を変更し、一連の行政サービスの一部分のみをオン

ライン化する、つまり「オンライン化が目的化」した場合には、結果として、

「使えない」、「使われない」情報システムとなる可能性があることから、費

用の低減や更なる技術の進展を待つこととして、一定期間、情報システムの整

備を「見送る」ことも視野に入れる。 

 

（2）簡易なオンラインシステムの活用 

既存の「汎用型情報システム」では対応できない場合や、件数が少なく費用

対効果等の観点から「専用型情報システム整備」等が適当ではない場合には、

手続等の性質等も勘案しつつ、県の機関の「WEB サイト内の簡易な申請ページ

による方法」や「電子メールによる方法」等で対応する。 

また、県の機関自らが新たに情報システムを整備するだけでなく、オンライ

ン申請機能を備えた、既存の民間サービスの活用を検討するなど、情報システ

ムの形にとらわれない、柔軟な整備を行う。 

 



27 
 

（3）行政機関等による情報システム共用の推進 

県民や民間事業者が頻繁に行う行政手続の多くは、市町に対する手続であ

る。一方で、市町においては、高齢化の進展により、オンライン申請の環境を

独自に整備しても利用率の向上が見込めない、人員体制や財政状況により、独

自の環境整備が困難という課題に直面している。 

このため、県では、県と全市町で構成する「兵庫県電子自治体推進協議会」

を設置し、情報システムの共同運営を行っている。 

 この共同運営に引き続き取り組むほか、デジタル手続条例において、新たに

行政手続オンライン化の実施機関に位置づけられた、地方独立行政法人等や指

定法人等においても、手続の内容や申請件数、情報システム整備の費用を勘案

し、情報システムを共用することが合理的な場合には、これら団体との情報シ

ステムの共同運営・共同利用を推進する。  

ア 

市町・一部事務組合

との共用 

対象：市町、一部事務組合等 

内容：兵庫県電子自治体推進協議会による共同運営 

①電子申請共同運営システム“e-ひょうご” 

②電子入札共同運営システム“e-ひょうご” 

③電子申告共同利用システム 

イ 

地方独立行政法人等

との共用 

対象：兵庫県立大学、芸術文化観光専門職大学、県住宅供給 

公社、県道路公社、県土地開発公社、県立施設の指定 

管理者 等 

兵庫県電子自治体推進協議会への参加、県の機関との共用な

ど、情報システムの種別等に応じ検討 
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３ 添付書面等の省略  
申請等においては、申請等の内容が正しいものか確認するために、添付書面

等を求めている。紙を前提とした行政手続では、各行政機関等が保有する情報

を行政機関間の連携で入手することが容易ではなく、申請者等が添付書面等の

入手・提出する方が、社会全体の行政手続コストが相対的に低かったため、申

請者等に必要な書面等の入手・提出の負担をお願いしてきたが、近年、デジタ

ル技術の活用によるデータ連携により、各行政機関が保有する情報の入手・参

照が容易になった。 

このため、県の機関は、「ワンスオンリーの原則」に基づき、行政機関が保

有する情報について、行政手続において添付書面等として提出を求めている場

合は、必要性の精査を行った上で、行政機関間の情報連携等により添付書面等

を省略する。 

添付書類の必要性を精査した結果、なお提出を求める必要がある添付書類に

ついては、費用対効果を踏まえて、既に存在する、又は整備が予定されている

情報連携の仕組みの活用を推進する。 

また、情報連携による省略が困難な添付書類については、少なくともオンラ

イン提出を可能とするなど、可能な限り一連の手続がデジタルで完結するよう

に取り組む。 

 

（1）県保有情報連携システムの整備検討  
県税に係る納税証明書や県の機関による許可書等の写し、県の機関が発行し

た手帳の写しなど、既に県の機関が保有する情報を、別の申請等において、添

付を求めている情報については、情報システムによる情報連携の仕組みを構築

することにより、添付書面等の省略が可能なことから、手続件数や情報システ

ムの仕組み・システムの整備費用を精査したうえ、概ね令和４年度から「県保

有情報連携システムの整備」を検討する。 

 

（2）全国的情報連携システムの活用  
 既に稼働している、「住民基本台帳ネットワークシステム」やマイナンバー

の活用により情報連携を行う「情報提供ネットワークシステム」を活用して、

対象となる申請等について、「住民票の写し」や「住民票記載事項証明書」、

「納税証明書」、「身体障害者手帳の写し」などの書面等の添付を省略する。 
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（3）電子証明書の活用  
 オンライン申請を行う際に、個人の手続については、マイナンバーカードの

署名用電子証明書を用いて電子署名を行い、その電子証明書と併せてデータを

送信することにより、「住民票の写し」や「住民票記載事項証明書」「印鑑証

明書」の添付を省略する。また、法人の手続について、商業登記電子証明書を

用いて電子署名を行い、その電子証明書と併せてデータを送信することによ

り、「商業登記事項証明書」や「印鑑証明書」の添付を省略する。 

なお、「汎用型情報システム」である「兵庫県電子申請共同運営システム

“e-ひょうご”」は、この電子署名と電子証明書の送信が可能である。押印・

書面規制等の見直し後も、引き続き、押印を必要とする手続は、この電子署名

を活用したオンライン利用を促進し、書面等を不要化する。 
 

（4）その他のオンライン手法の活用 

 情報連携や電子証明書の活用ができない「その他の書面等」や法人の「定款

や決算書等」の書面等は、オンライン申請において「イメージデータの添付」

を可能とするなど、書面等の提出を不要化する。 

 また、申請書等において、①法人の商号又は名称、②本店又は主たる事務所

の所在地の確認が必要な申請等は、国税庁の「法人番号公表サイト」で確認が

できるため、「商業登記事項証明書」の添付が省略できる。法人の「ＷＥＢサ

イト」では、法人の定款や決算書等の閲覧が可能な場合があり、法人の「ＷＥ

Ｂサイトの閲覧」で添付が省略できる。 

 （一財）民事法務協会が提供する「登記情報提供サービス」は、オンライン

申請の際に、申請者等が事前に同サービスを利用して、固有の照会番号を取得

し、当該照会番号を入力してデータ送信した後、県の機関が、同サービスを通

じて必要な登記情報にアクセスできるサービスである。この手法を用いること

で、「商業登記事項証明書」「不動産登記事項証明書」の添付が省略できる。 

 これらの手法の導入は、手続件数や一定期間で集中処理するか否か等を勘案

し、申請等を処理する県の機関の業務量の増加につながらないよう留意する。 
 

（5）マイナンバーカードの活用  
 対面による申請が必要な申請等であっても、申請者等から直接、「マイナン

バーカードの提示」を受ける場合は、身元確認と当人認証の本人確認が可能で

あるため、「住民票の写し」や「住民票記載事項証明書」の添付を省略する。 
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【「添付書面等を省略する手法」と「省略できる書面等」】 

 県 保 有 

情報連携 

システム 

住民基本

台帳ﾈ ｯ ﾄ 

ﾜｰｸｼｽﾃﾑ 

情報提供 

ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ 

ｼ ｽ ﾃ ﾑ 

電  子 

証 明 書 

そ の 他 の 

ｵ ﾝ ﾗ ｲ ﾝ手法 

ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ 

ｶ ｰ ﾄ ﾞ 

提 示 

住民票の写し 

住民票記載事項証明書 
 ○ ○ ○  ○ 

印鑑証明書（個人）    ○   

所得証明書 

納税証明書等 
○  ○    

その他の書面 ○  ○  ｲﾒｰｼﾞﾃﾞｰﾀ  

定款、決算書 

各種資格証明 
    

ｲﾒｰｼﾞﾃﾞｰﾀ

W E B ｻ ｲ ﾄ 
 

印鑑証明書（法人）    ○   

商業登記事項証明書    ○ 

法 人 番 号 

ｻ ｲ ﾄ  

登 記 情 報

提供ｻｰﾋﾞｽ 不動産登記事項証明書      

 

【国の取組みで留意する事項】 

情報提供ネット 

ワークシステム 
 

電子証明書 

＊今後、戸籍情報（戸籍謄本・抄本）のマイナンバー情報連携が実
施される予定 

＊令和６年３月以降、戸籍記録事項の証明情報を確認できる「戸籍
電子証明書」を発行、戸籍情報連携の仕組みを整備予定 

ベース・レジストリ 

＊「公的機関で登録・公開・参照される人、法人、土地、建物、資
格等の社会の基本データであり、正確性・最新性が確保された社
会の基盤となるデータベース」を整備 

＊このデータベースが整備されれば、「ワンスオンリー」が実現 
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４ 情報システムの利便性向上  
県の機関は、情報システムの整備に当たっては、利用者が“すぐに使えて”

“簡単”“便利な”「使いたい」情報システムとするため、利用者の利便性を

向上させる、以下の取組みを推進する。 

（1）「兵庫県電子申請共同運営システム“e-ひょうご”」の更新  
 県の機関が共用している「汎用型情報システム」である「兵庫県電子申請共

同運営システム“e-ひょうご”」は、令和７年度から次期システムを導入す

る。 

次期システムの導入にあたっては、申請者・担当職員ともに使いやすいイン

ターフェイス、スマートフォンへの対応及びサポート体制等を重視する。 

また、県においては、事業者からの申請や要配慮個人情報を扱うニーズに対

応し、マイナポータル連携やポータルといった利用者の利便性を考慮した機能

を活かし運用する。 

 

（2）本人確認のオンライン化  
 オンライン申請に当たっては、紙申請に比べ、「なりすまし」「改ざん」の

リスクが高いことから、オンラインで「本人確認」を行う必要がある。 

しかしながら、現状では、「電子署名」と「電子証明書」を用いた「本人確

認」の手法は、事前に「電子証明書」を取得する必要があること、ＩＣカード

を読み込むカードリーダが必要であること等、利用者によっては、ハードルが

高く、「電子署名」が必要な手続は、ほとんどオンライン申請されていない。 

 

このため、県の機関は、国が示した「行政手続におけるオンラインによる本

人確認の手法に関するガイドライン」（平成 31 年２月 25 日 CIO 連絡会議決

定）に基づき、各手続の特性や利用者の利便性を総合的に勘案して、必ずしも

「電子署名」が必要でない手続は、ＩＤ・パスワードによる「本人確認」とす

るなど、各手続に見合った「本人確認」のオンライン化を行う。 

マイナンバーカードが広く普及し、国で検討が進められている、マイナンバ

ーカードのスマートフォンへの搭載が実現すれば、個人の手続は、マイナンバ

ーカードの公的個人認証機能の活用が容易となり、全ての手続が、最も高いレ

ベルで「本人確認」できる。また、法人や個人事業主向けの手続のうち、同ガ

イドラインに基づくオンラインによる本人確認の手法がレベルＢ又はＣと整理

された手続は、国が提供する「ＧビズＩＤ（法人共通認証基盤）」を利用する

ことができる。この進展状況も踏まえつつ、適切な「本人確認」を行う。 
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【「本人確認手法ガイドライン」の保証レベルとオンライン手法】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

身元確認保証レベル 当人認証保証レベル

レベル３
対面での身元確認

レベル３
耐タンパ性が確保された
ハードウェアトークン

レベルA

・マイナンバーカード（公的個人認証：署名用電子証明書）による身元
　確認でアカウントを作成し、アカウント作成後はマイナンバーカード
　（公的個人認証：利用者証明用電子証明書）の耐タンパ性ハードウェア
　トークンによる当人認証を実施。

・申請データに対するマイナンバーカード(公的個人認証：署名用電子
　証明書)による電子署名を付与。
※耐タンパ性ハードウェアトークンの例：
　-PIN+ICカード(マイナンバーカード)

・行政手続の対象者や行政手続を実施している者に
　ついて、個人の基本4情報を毎回確認している。

・マイナンバーカード(公的個人認証：署名用電子
　証明書)の機能により付与された電子署名を検証す
　ることにより、非常に高い信用度で「身元確認」
　を行っている。また、耐タンパ性を有したハード
　ウェアトークンにより非常に高い信用度で「当人
　認証」を行っている。

レベル２
遠隔又は対面での身元
確認

レベル２
複数の認証要素

レベルB

・マイナンバーカード（公的個人認証：署名用電子証明書）等による
　身元確認でアカウントを作成し、アカウント作成後はマイナンバー
　カード（公的個人認証：利用者証明用電子証明書）若しくはこれに
　よることができない場合、その他の多要素認証による当人認証を
  実施。
・マイナンバーカードによるオンラインでの身元確認が行えない場合、
　対面での身分証明書等の確認や郵送した申込書（捺印付）、印鑑
  証明書、公的証明書（住民票等）等の確認によりアカウントを作成。

・法人共通認証基盤における多要素認証の機能を利用する場合等、事業
  を行う個人についての押印及び印鑑証明書等の郵送による身元確認
  で、アカウントを作成し、アカウント作成後は多要素認証による当人
  認証の実施。
※多要素認証の例：
　-ID・パスワード+二経路認証アプリ
　-ID・パスワード+ワンタイムパスワード生成アプリ
　-ID・パスワード+生体認証

・行政手続の対象者や行政手続を実施している者に
　ついて、登録時に個人の基本4情報を確認し、認証
  プロセス時には、同一の個人であることを確認
  している。

・登録時に相当程度の信用度のある「身元確認」を
　行い、マイナンバーカード(公的個人認証：利用者
　証明用証明書）等の多要素認証の機能を用いる
  ことで、相当程度の信用度で「当人認証」を行って
  いる。

・特に法人共通認証基盤においては、登録時に事業
  を行う個人を相当程度の信用度で「身元確認」を
  行い、多要素認証の機能を用いることで相当程度
  の信用度で「当人認証」を行っている。

レベル１
身元確認のない
自己表明

レベル１
単一又は複数の
認証要素

レベルC

・身元確認を行わずにオンラインでアカウントを作成し、アカウント作成
  後は単要素認証で当人認証を実施。

・法人共通認証基盤における単要素認証の機能を利用する場合等、身元
　確認を行わずにオンラインでアカウントを作成し、アカウント作成後
　は単要素認証で当人認証を実施。
※単要素認証の例：
　-ID・パスワードのみ
　-認証デバイスのみ
　-生体認証のみ

・行政手続の対象者や行政手続を実施している者に
　ついて、個人を正確に確認する必要がない場合で、
　単に毎回のアクセスが、同一の者により行われて
　いることを確認しており、「当人認証」における
  信用度はある程度ある。

該当しない 該当しない レベルD
・身元確認を行わずにオンラインでアカウントを作成し、アカウント作成
  後もアカウントを入力するだけ（当人認証を行わない。）。

本人に関する情報は不要

①必要な保証レベル
②オンラインによる手法例 ③実現できること・特徴

別紙２　オンラインにおける本人確認の手法例の対応表（個人に係る行政手続）
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（3）情報システムへの入力の利便性向上  
  

区 分 ねらい 手 法 

わかりやすい仕様 
端末操作に不慣れ

な利用者への配慮 

＊利用者に分かりやすい UI（ユーザーイン
ターフェース）/UX（ユーザーエクスペリ
エンス）による仕様 

入 力 の 簡 易 化 等 

利用者が申請書を

作成する際の負担

軽減 

＊マイナンバーカード利用、法人番号入力
による氏名・会社名等の入力省略・自動
入力 

＊二次元コードの読み取りによる自動入力 
＊質問への回答で申請書等が自動作成され

る機能整備 
＊チャットボットによる Q＆A 対応機能等

の搭載 
＊利用者が前回申請時に入力した情報と同

じ情報は入力不要とするプレプリント 

申請内容チェック 

機 能 の 強 化 等 

利用者の負担増と

効率的処理の妨げ

となる申請内容の

修正の削減 

＊申請書作成画面における数値の自動計算 
＊形式チェック機能の強化 
＊ヘルプデスクの設置 
＊よくある過誤事案 Q＆A 集の公開 

申請画面の多言語化 
外国人利用者への

配慮 

＊外国人利用者向け申請画面等の入力案内
の多言語表記 

 

（4）情報システム全般の利便性の向上  
 

区 分 ねらい 手 法 

スマートフォン等 

か ら の 手 続 

ﾊﾟｿｺﾝからｽﾏｰﾄﾌｫﾝへの

利用端末の変化に応じ 

ｲﾝﾀｰﾌｪｲｽを改善 

＊スマートフォン・タブレット 
専用画面の整備 

申 請 画 面 等 の 

マルチブラウザ対応 

利用者の使用ｿﾌﾄｳｪｱ 

多様化への対応 

＊複数のブラウザから申請等を可能と
する 

オ ン ラ イ ン 手 続 

初期設定の簡易化 

短時間で容易に利用開

始できる環境整備 

＊専用ｿﾌﾄｳｪｱｲﾝｽﾄｰﾙ等の不要化 
＊ｲﾝｽﾄｰﾙの一括化 

代理申請の容易化 

行政書士や家族等に申

請を委任するニーズへ

の対応 

＊申請者本人と代理申請者の電子証明
書の二重提出の不要化 

デ ー タ 容 量 の 

制 限 緩 和 

送信可能なデータ容量

制限による、複数回の

オンライン申請の改善 

＊データ容量制限の緩和 

データ形式の柔軟化 

利用者が送信データ

を他のデータ形式に

変換する負担の改善 

＊標準的データ形式への対応 
＊安全性・信頼性を確保したうえ解像

度や階調の指定等によるイメージデ
ータでの提出 
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（5）手数料納付の利便性向上  
県の機関は、行政手続に係る手数料の支払いが必要な場合は、インターネッ

トバンキングなどによる支払いのオンライン化を実現する。 

現在、兵庫県収入証紙の貼付により手数料を納付している、郵送可能な申請

等の収入証紙購入の負担を軽減するため、インターネットバンキングやコンビ

ニ等から手数料を納付できる「電子納付システム」を令和４年４月に整備し、

今後も活用を促進する。 

［具体の取組］ 
・電子納付システムの構築 令和２～３年度 システム開発 
             令和４年度～  運用開始・ｵﾝﾗｲﾝ納付手続の拡大 
 

（6）紙申請・窓口申請の利便性向上 

 「オンライン化が不適当な手続」や「対面での申請が必要な手続」、「当面

オンライン化できない手続」であっても、「利用者中心の行政サービス」を提

供する観点から、次の手法により、利用者の利便性を向上する。 
 

ア 様式ダウンロードの徹底 

 令和２年度に実施した「行政手続の棚卸し」の結果では、「申請等」973 手

続のうち、418 手続が、「編集可能な電子ファイルによる申請様式の提供」

（様式ダウンロード）ができていなかった。 

 これらについては、オンライン化の実施の可否に拘らず、令和３年度中にＷ

ＥＢサイトにおいて、様式ダウンロードを実現する。 

 

イ 窓口における手続のオンライン化 

 対面での申請が必要な手続であっても、窓口に来訪し申請書等を記入する申

請者等の利便性と、それを処理する職員の事務の効率化を図るため、①窓口に

配置したタブレット端末等から、選択肢を選択し容易に入力できる手法の導入

や、②モニター画面に表示した様式に、タッチペン等で直接入力する手法の導

入など、「窓口における手続のオンライン化」を検討する。 

 検討に当たっては、手続の種類や内容に応じて、導入が可能と考えられる手

続を選択し、令和４年度以降、一部の窓口での実証実験を経て、進めていく。 
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５ バックオフィスの情報システム整備  
県の機関は、「デジタルファーストの原則」に基づき、オンライン申請の受

理後、一連の審査・決定プロセスを一貫してデジタル化する「バックオフィス

の改革」に取り組む。 

可能な限り、職員の事務作業を自動化・省力化し、時間・人材・財源を捻出

することにより、限られた資源を地域の諸課題の解決や、県民への良質なサー

ビスの提供に効果的に活用していく。 

 

（1）情報システム間のデータ連携  
 申請等の審査事務の効率化するため、サービスフロントの情報システムから

送信された電子データを業務システムに取り込む「情報システム間のデータ連

携」を進める。 

 

ア オフラインでのデータ連携 

 汎用型情報システムである「兵庫県電子申請共同運営システム“e-ひょう

ご”」は、申請データをＣＳＶ形式等で出力し、オフラインで他の情報システ

ムと連携が可能である。この機能を活用して、申請等のデータを業務システム

に取り込む。 

 

イ 簡易業務システムの整備 

 業務システムが未整備の手続は、申請等のデータを、表計算ソフトウェア等

を用いて申請等の台帳を作成等している。この事務作業を軽減するため、民間

事業者が提供するＷＥＢデータベースソフトウェアを用いて、「簡易業務シス

テム」を整備する。この「簡易業務システム」に、申請等のデータを取り込

み、申請等の台帳作成や決裁処理を効率化する。  

［具体の取組］ 

・簡易業務システム整備 令和３年度  25 業務で構築 

            令和４年度～ 運用開始・拡充整備 

 

ウ 申請システムと業務システムのデータ連携 

 「兵庫県電子申請共同運営システム“e-ひょうご”」は、「入札参加資格審

査システム」や「文書管理システム」とオンラインでデータ連携しており、申

請データを業務システム等に取り込み作業の効率化を図っている。今後、他の

業務システムへのデータ連携の拡充を検討するほか、専用型情報システムを新

たに整備する場合は、業務システムとのデータ連携を前提とする。 
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（2）電子決裁の推進  
 オンライン申請に基づく申請行為に対する意思決定を、電子データの利用に

より効率的に行うには「電子決裁機能の整備」が必要である。 

 このため、「兵庫県電子申請共同運営システム“e-ひょうご”」とデータ連

携し、オンライン申請データを用いた決裁が可能な「文書管理システム」を改

修し、職員の利便性を向上したうえ、電子決裁を推進する。 

また、職員の休暇申請や旅費申請等を処理する「総務事務システム」のよう

に、業務システムでオンライン申請データを処理する手続については、業務シ

ステムを利用した電子決裁が効率的なことから、支出決定等を処理する「総合

財務会計システム」への電子決裁機能の付加をはじめ、その他の業務システム 

について、電子決裁機能の付加を検討する。 

［具体の取組］ 
・文書管理システム改修  令和２～３年度 システム開発 
             令和４年度～  運用開始 
・総合財務会計システム改修 

  令和２～３年度 システム開発 
令和３年度末  運用開始 

・簡易業務システム整備（再掲）  

（3）ＡＩ・ＲＰＡ等の活用  
行政手続に関する問合せへの対応には、人工知能が内容に応じて適切な答え

を自動的に応答する AI-ChatBot を活用する。また、費用対効果の観点から、

自動的にデータ連携する情報システムの整備が困難な場合には、職員のパソコ

ン作業を自動化する RPA（Robotic Process Automation）を活用する等最新の

デジタル技術の活用を検討する。 

［具体の取組］ 
・ＡＩの活用  令和３年度  「県税手続の問い合わせ」の開発 

令和４年度～ 運用開始・活用対象手続の拡大 
・ＲＰＡの活用 令和３年度   59 手続で開発 

令和４年度～ 運用開始・活用対象手続の拡大 

 

（4）申請者等へのオンライン通知 

 「兵庫県電子申請共同運営システム“e-ひょうご”」は、到達した申請デー

タの受付通知、審査した結果、補正が必要となった場合の補正指示や、要件に

合致しない場合の取下げ通知、審査終了後の審査結果通知を申請者等にデータ

送信することが可能である。これらの機能を活用して、手続の過程における、

申請者等との連絡をオンラインにより効率化する。 
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Ⅵ．デジタルデバイド対策と広報の展開  

１ デジタルデバイドの是正 

 

 

 

 

 

行政手続のオンライン化は、県民生活の利便性が向上し、行政機関や民間事

業者等の効率化に資する環境を整備することにより、利用者に優しい行政サー

ビスの実現を目指す取組である。年齢、障害の有無、性別、国籍、経済的な理

由等によって、デジタル技術の恩恵が受けられないこと、いわゆる「デジタル

デバイド」を生じさせてはならない。 

このため、デジタル手続条例では、デジタルデバイドを是正するため、県に

必要な施策を講ずる義務を課している。 

県の機関は、個々人がコンピュータを使いこなす能力を身につけなくても、

テレビ電話での相談や、音声認識による対話形式での入力等によりデジタルデ

バイドを解消するデジタルサポートの手法も取り入れるなど、高齢者や障害者

等を含む全ての県民がデジタル化の恩恵を受けられるよう、デジタルデバイド

是正の取組を継続的に行う。 

相談・支援体制 

＊国の「デジタル活用支援員」制度との連携・活用 
高齢者等が身近な場所で、オンライン申請の利用方法等
の相談・学習ができる体制を整備 

＊ＮＰＯや地域おこし協力隊など地域の様々な主体と連携
した相談・支援体制の整備 

＊支援者の資質向上のための研修実施 

デジタル 

サポート 

総  合 

＊デジタル機器に不慣れな方でも容易に操作できる UI（ユ
ーザーインタフェース）の設計 

＊ヘルプデスク等の利用者サポート機能の充実 
ヘルプデスク等での電話サポートの他、テレビ電話の画像
を通じた、わかりやすいサポート方法の検討 

外国人の 

利 便 性 
＊外国人利用者向け申請画面等の多言語化 

障害者の 

負担軽減 
＊画面読み上げソフト、音声認識ソフト等の活用検討 

経 済 的 

理 由 等 

＊窓口におけるオンライン申請環境の整備 
（令和４～５年度 検討・導入） 
自宅等からオンライン申請ができない方等に、行政機関等
の窓口で、職員に操作方法等の支援を受けながら、オンラ
イン申請できる仕組の導入 

◆高齢者や障害者等を含む全ての県民がデジタル化の恩恵を受けられる 

 相談・支援体制を整備 

◆デジタル技術による「デジタルサポート」を実施 
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２ 広報・普及啓発 

 

 

 

行政手続のオンライン化は、情報システムの整備だけでは促進できない。 

情報システムを利用して行政手続を行う、県民・民間事業者等に対し、オン

ライン申請を行う意識を広く浸透していくことが必要である。 

このため、県の機関は、 

①利便性向上や負担軽減等の効果（例えば、県窓口の訪問が不要、サービス 

提供までの時間が短い、添付書類の省略が可能等） 

②情報セキュリティ・個人情報保護等の安全性・信頼性確保の対策 

③デジタルデバイド対策 

④手続をオンラインで行う具体的な方法 

等について、専門的・技術的用語を使わず、県民等に丁寧かつ分かりやすい広

報を行う。 

 

また、オンライン化した手続については、オンラインでの利用率向上を推進

する。特に処理件数が多く、利便性向上や業務効率化の効果が高いと考えられ

る手続（「デジタル社会の実現に向けた重点計画」で「地方公共団体が優先的

にオンライン化を推進すべき手続」として選定された手続のうち、県関係の 15

手続）や、年間 4,000 件以上の手続については、以下のとおり目標値を設定し

て重点的に利用率向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

SNS、動画、WEB サイト、広報誌、ポスター、パンフレット、リーフレット、

企業訪問による申請のデモンストレーション   等 

◆情報システム整備にあわせ、オンライン申請を行う意識を広く浸透 
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Ⅶ．フォローアップ  

１ 民間手続デジタル化のフォローアップ 

「コネクテッド・ワンストップの原則」に基づき、民間手続も含めた複数手

続のワンストップ化を進めるためには、行政手続だけでなく、民間手続のオン

ライン化も重要であり、社会全体のデジタル化を進める必要がある。 

そのため、デジタル手続条例においては、県に対して、 

・民間事業者による情報提供が適正になされるよう指導すること 

・オンライン取引における注意点の一般消費者への啓発活動の実施 

など、「民間手続のデジタル化促進のための環境整備」を義務付けている。 

そのうえで、デジタル技術の安全かつ適正な利用に支障がないと認める場合

には、「条例等に基づく民間手続をデジタルで行うことが可能となるよう法制

上の措置を講ずる」ことを義務付けている。 

県の機関は、継続的に、民間手続のデジタル化に向けた環境整備に取組み、

その状況をフォローアップしたうえで、支障がないと認めるときは、「民間手

続の書面規制等の見直し」を進める。 

 

２ 取組状況の公表 

 行政手続のオンライン化に向けた取組を県全体で着実に進めていくため、行

政手続等の棚卸を継続的に実施する。行政手続のオンライン化状況は、随時、

県民・民間事業者等に対して、県のＷＥＢサイトにより公表する。 

【公表する事項】 

 ①申請等・処分通知等のオンライン化の状況 

 ②縦覧等のオンライン化状況 

 ③添付書面等の省略が可能となる申請
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